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平成１３年事業所・企業統計調査結果（民営のみ）

事業所・企業統計調査は、統計法に基づく指定統計調査（指定統計第２号）として

昭和２２年より実施されています。

この調査は、近年の事業所・企業活動の国際化、多様化を踏まえ、その基本的な実

態を調査することで、今後の国や都道府県、市町村における各種統計調査を実施する

基礎資料等に利用されます。

今回の調査は、平成１３年１０月１日現在で実施され、１８回目に当たります。

１ 概況

長崎市の平成１３年の事業所数は２０,４７０事業所で、前回調査の平成８年と比較

すると、１,９４７事業所（８.７％）の大幅な減少となっています。平成３年より徐々

に減少傾向にあったものが、近年の長期的な不況等の影響で今回の大幅な減少となっ

たものと思われます。

平成１３年の従業者数は１７

６,８０３人で、前回調査と比較

すると、１０,１７７人（５.４％）

の大幅な減少となっています。

昭和２２年の調査以来順調だっ

た従業者数の伸びも、一転、大

幅な減少となっています。

図１ 事業所数・従業者数の推移
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総 数 20,923 22,528 23,211 22,813 22,417 20,470
指数（昭和５３年＝１００） 100.0 107.7 110.9 109.0 107.1 97.8
対前回増減率（％） 8.4 7.7 3.0 △ 1.7 △ 1.7 △ 8.7

農 業 17 16 4 2 1 -
林 業 - - 2 2 2 2
漁 業 48 51 43 41 30 22

鉱 業 6 6 7 6 8 5
建 設 業 1,154 1,325 1,311 1,382 1,628 1,473
製 造 業 1,115 1,124 1,065 1,032 915 788

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・水 道 業 8 9 8 8 11 11
運 輸 ・ 通 信 業 428 496 535 588 585 531
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 12,163 12,902 12,931 12,097 11,291 9,982
金 融 ・ 保 険 業 435 475 497 477 498 445
不 動 産 業 635 687 926 989 1,100 1,002
サ ー ビ ス 業 4,914 5,437 5,882 6,189 6,348 6,209

（再掲）
第 １ 次 産 業 65 67 49 45 33 24
第 ２ 次 産 業 2,275 2,455 2,383 2,420 2,551 2,266
第 ３ 次 産 業 18,583 20,006 20,779 20,348 19,833 18,180

平成１3年昭和６１年 平成 ３年 平成 ８年

表 １ 産 業 大 分 類 別 事 業 所 数 の 推 移

昭和５３年 昭和５６年産 業
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１事業所当たりの平均従業者数は８．６人（前回調査より０．３人増加）で、最近

は調査の度ごとに増加しており、事業所の大型化（小規模な個人経営事業所の減少）

が進行しているものと思われます。

総 数 163,183 169,147 168,986 180,932 186,980 176,803
指数（昭和５３年＝１００） 100.0 103.7 103.6 110.9 114.6 108.3
対前回増減率（％） 6.6 3.7 △ 0.1 7.1 3.3 △ 5.4

農 業 59 44 15 8 6 -
林 業 - - 47 126 38 77
漁 業 3,872 4,598 4,022 3,459 1,433 609

鉱 業 54 80 128 95 40 42
建 設 業 15,388 16,095 14,541 14,884 16,978 14,545
製 造 業 30,061 25,102 20,918 21,209 19,680 16,937

電気・ガス・熱供給・水道業 609 706 601 552 687 692
運 輸 ・ 通 信 業 8,713 9,256 9,429 12,078 11,325 11,679
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 63,103 65,586 65,345 64,187 67,139 62,924
金 融 ・ 保 険 業 8,303 8,969 9,783 10,159 9,036 7,749
不 動 産 業 1,637 2,001 2,496 2,896 2,889 2,531
サ ー ビ ス 業 31,384 36,710 41,661 51,279 57,729 59,018

（再掲）
第 １ 次 産 業 3,931 4,642 4,084 3,593 1,477 686
第 ２ 次 産 業 45,503 41,277 35,587 36,188 36,698 31,524
第 ３ 次 産 業 113,749 123,228 129,315 141,151 148,805 144,593

平成１3年平成 ８年平成 ３年昭和６１年

表 ２ 産 業 大 分 類 別 従 業 者 数 の 推 移

昭和５６年産 業 昭和５３年

年次別

産業別

7.3 7.9 8.3 8.6

83.3 79.8 44.8 28.6
農 業 3.8 4.0 6.0 -
林 業 23.5 63.0 19.0 38.5
漁 業 93.5 84.4 47.8 27.7

14.9 15.0 14.4 13.9
鉱 業 18.3 15.8 5.0 8.4
建 設 業 11.1 10.8 10.4 9.9
製 造 業 19.6 20.6 21.5 21.5

6.2 6.9 7.5 8.0
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 75.1 69.0 62.5 62.9
運 輸 ・ 通 信 業 17.6 20.5 19.4 22.0
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 5.1 5.3 6.0 6.3
金 融 ・ 保 険 業 19.7 21.3 18.1 17.4
不 動 産 業 2.7 2.9 2.7 2.5
サ ー ビ ス 業 7.0 8.3 9.1 9.5

第 ３ 次 産 業

昭和 ６１ 年 平成 ３ 年 平成 ８ 年

表 3 産 業 大 分 類 別 １ 事 業 所 当 た り の 従 業 者 数

全 産 業

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

平成 １３ 年
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２ 事業所数

① 産業大分類別事業所数

事業所数の構成比をみると、「卸売・小売業・飲食店」が最も多く、９,９８２事業

所で全体の４８.８％を占めています。 次いで「サービス業」が６,２０９事業所（３

０.３％）、「建設業」が１,４７３事業所（７.２％）、「不動産業」が１,００２事業所（４.

９％）、「製造業」が７８８事業所（３.８％）などの順になっています。

前回調査との比較では、ほとんどすべての業種で事業所が減少しており、「卸売・小

売業・飲食店」が減少数としては最大で１,３０９事業所（１１.６％）の減少となって

います。 次いで「建設業」が１５５事業所（９.５％）、「サービス業」が１３９事業

所（２.２％）、「製造業」が１２７事業所（1３.９％）などの減少となっています。

② 従業者規模別事業所数

事業所数の構成比をみると、１～４人規模が最も多く、１２,７１８事業所で全体の

６２.１％を占めています。 次いで５～９人規模が３,９９４事業所（１９.５％）、１

０～１９人規模が２,１２８事業所（１０.４％）、２０～２９人規模が６９４事業所（３.

４％）などと、事業所数は規模が小さい順になっています。

前回調査との比較では、増加しているのは２０～２９人規模で８事業所（１.２％）、

３００人以上規模が４事業所（１６.０％）となっています。

図4 産業大分類別事業所数の推移
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図３ 従業者規模別事業所数の構成比
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図２ 産業大分類別事業所数の構成比
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減少しているのは、１～４人規模が最大で１,４８６事業所（１０.５％）、５～９人

規模が１９７事業所（４.７％）、１０～１９人規模が１９５事業所（８.４％）などの

順となっています。

区 分

平成 ８年 平成１３年 平成 ８年 平成１３年 平成 ８年

22,417 20,470 100.0 100.0 △ 1.7 △ 8.7

33 24 0.1 0.1 △ 26.7 △ 27.3
農 業 1 - 0.0 - △ 50.0 △ 100.0
林 業 2 2 0.0 0.0 0.0 0.0
漁 業 30 22 0.1 0.1 △ 26.8 △ 26.7

2,551 2,266 11.4 11.1 5.4 △ 11.2
鉱 業 8 5 0.0 0.0 33.3 △ 37.5
建 設 業 1,628 1,473 7.3 7.2 17.8 △ 9.5
製 造 業 915 788 4.1 3.8 △ 11.3 △ 13.9

19,833 18,180 88.5 88.8 △ 2.5 △ 8.3
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 11 11 0.0 0.1 37.5 0.0
運 輸 ・ 通 信 業 585 531 2.6 2.6 △ 0.5 △ 9.2
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 11,291 9,982 50.4 48.8 △ 6.7 △ 11.6
金 融 ・ 保 険 業 498 445 2.2 2.2 4.4 △ 10.6
不 動 産 業 1,100 1,002 4.9 4.9 11.2 △ 8.9
サ ー ビ ス 業 6,348 6,209 28.3 30.3 2.6 △ 2.2

表 4 産 業 大 分 類 別 事 業 所 数 の 構 成 比 お よ び 推 移

平成１３年

事 業 所 数 構 成 比 （％） 対 前 回 増 加 率 （％）

総 数

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

区 分

平成 ８年 平成１３年 平成 ８年 平成１３年 平成 ８年

総 数 22,417 20,470 100.0 100.0 △ 1.7 △ 8.7

１ ～ ４人 14,204 12,718 63.4 62.1 △ 6.1 △ 10.5

５ ～ ９人 4,191 3,994 18.7 19.5 3.7 △ 4.7

１０ ～ １９人 2,323 2,128 10.4 10.4 14.1 △ 8.4

２０ ～ ２９人 686 694 3.1 3.4 0.6 1.2

３０ ～ ４９人 521 464 2.3 2.3 12.3 △ 10.9

５０ ～ ２９９人 467 425 2.1 2.1 6.6 △ 9.0
３００人 以上 25 29 0.1 0.1 13.6 16.0

注） 平成１３年の事業所の内訳は、派遣・下請などで従業者のみの事業所を除きます。

表 5 従 業 者 規 模 別 事 業 所 数 の 構 成 比 お よ び 推 移

平成１３年

事 業 所 数 構 成 比 （％） 対 前 回 増 加 率 （％）
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３ 従業者数

① 産業大分類別従業者数

従業者数の構成比をみると、「卸売・小売業・飲食店」が最も多く、６２,９２４人

で全体の３５.６％を占めています。 次いで「サービス業」が５９,０１８人（３３.

４％）、「製造業」が１６,９３７人（９.６％）、「建設業」が１４,５４５人（８.２％）、

「運輸・通信業」が１１,６７９人（６.６％）などの順になっています。

前回調査との比較では、増加している業種はあまりなく、「サービス業」の１,２８

９人（２.２％）が最大で、他、３業種となっています。減少している業種は、「卸売・

小売業・飲食店」が減少数としては最大で４,２１５人（６.３％）の減少となっていま

す。 次いで「製造業」が２,７４３人（１３.９％）、「建設業」が２,４３３人（１４.

３％）、「金融・保険業」が１,２８７人（１４.２％）などの減少となっています。

② 従業者規模別従業者数

従業者数の構成比をみると、５０～２９９人規模が最も多く、４２,２５２人で全体

の２３.９％を占めています。 次いで１０～１９人規模が２８,６３２人（１６.２％）、

１～４人規模が２７,９６２人（１５.８％）、５～９人規模が２５,９４５人（１４.７％）、

３００人以上規模が１８,２５１人（１０.３％）などの順になっています。

前回調査との比較では、増加しているのは３００人以上規模の２,５５６人（１６.

３％）が目立っています。減少しているのは、５０～２９９人規模が減少数では最大

図６ 従業者規模別従業者数の構成比
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図7 産業大分類別従業者数の推移
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図５ 産業大分類別従業者数の構成比
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で４,４７１人（９.６％）、次いで１～４人規模が２,８１８人（９.２％）、１０～１９

人規模が２,３０８人（７.５％）、３０～４９人規模が２,２０８人（１１.３％）などの

減少となっています。

区 分

平成 ８年 平成１３年 平成 ８年 平成１３年 平成 ８年

186,980 176,803 100.0 100.0 3.3 △ 5.4

1,477 686 0.8 0.4 △ 58.9 △ 53.6
農 業 6 - 0.0 - △ 25.0 △ 100.0
林 業 38 77 0.0 0.0 △ 69.8 102.6
漁 業 1,433 609 0.8 0.3 △ 58.6 △ 57.5

36,698 31,524 19.6 17.8 1.4 △ 14.1
鉱 業 40 42 0.0 0.0 △ 57.9 5.0
建 設 業 16,978 14,545 9.1 8.2 14.1 △ 14.3
製 造 業 19,680 16,937 10.5 9.6 △ 7.2 △ 13.9

148,805 144,593 79.6 81.8 5.4 △ 2.8
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 687 692 0.4 0.4 24.5 0.7
運 輸 ・ 通 信 業 11,325 11,679 6.1 6.6 △ 6.2 3.1
卸 売 ・ 小 売 業 ・ 飲 食 店 67,139 62,924 35.9 35.6 4.6 △ 6.3
金 融 ・ 保 険 業 9,036 7,749 4.8 4.4 △ 11.1 △ 14.2
不 動 産 業 2,889 2,531 1.5 1.4 △ 0.2 △ 12.4
サ ー ビ ス 業 57,729 59,018 30.9 33.4 12.6 2.2

総 数

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

表 6 産 業 大 分 類 別 従 業 者 数 の 構 成 比 お よ び 推 移

平成１３年

従 業 者 数 構 成 比 （％） 対 前 回 増 加 率 （％）

区 分

平成 ８年 平成１３年 平成 ８年 平成１３年 平成 ８年

総 数 186,980 176,803 100.0 100.0 3.3 △ 5.4

１ ～ ４人 30,780 27,962 16.5 15.8 △ 8.0 △ 9.2

５ ～ ９人 27,148 25,945 14.5 14.7 4.0 △ 4.4

１０ ～ １９人 30,940 28,632 16.5 16.2 14.2 △ 7.5

２０ ～ ２９人 16,169 16,444 8.6 9.3 0.6 1.7

３０ ～ ４９人 19,525 17,317 10.4 9.8 11.9 △ 11.3

５０ ～ ２９９人 46,723 42,252 25.0 23.9 2.4 △ 9.6
３００人 以上 15,695 18,251 8.4 10.3 3.9 16.3

表 7 従 業 者 規 模 別 従 業 者 数 の 構 成 比 お よ び 推 移

平成１３年

従 業 者 数 構 成 比 （％） 対 前 回 増 加 率 （％）




